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市職員の給与などを公表
　「所沢市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、市
職員の給与や職員数、勤務条件などの状況を公表します。なお、詳細は
市HP（「人事・給与」で検索）でご覧になれます。
問職員課☎２９９８‐９０４８

Ⅰ 職員の任免および職員数に関する状況
◆職員数および採用・退職の状況
平成24年度
職員数 採用 退職 平成25年度

職員数 前年比較 主な増減理由
2,437人 84人 453人 2,068人 △369人 消防の広域化
◎職員数は、再任用短時間勤務職員、臨時または非常勤職員数を除く、
各年度４月１日現在、採用は平成24年４月２日から25年４月１日ま
での間に採用した人数、退職は平成24年度中に退職した人数です。
◆職位別任用状況（管理職以上） （平成25年４月１日現在）
区分 部長級 次長級 課長級 課長補佐級 合計
職員数 22(2)人 38(4)人 120(17)人 159(40)人 339(63)人
◎（　　）内は女性数で、内数です。

Ⅱ 職員の勤務時間その他の勤務条件、服務の状況
◆勤務時間の概要
　月～金曜日／午前８時30分～午後５時15分（７時間45分勤務）
◎勤務内容などにより異なる場合があります。
◆休暇制度の概要・種類

▼有給休暇…年次休暇・特別休暇（産前産後、育児参加、子の看護、
忌引、結婚など）・病気休暇など ▼無給休暇…介護休暇・組合休暇など

Ⅲ 職員の分限および懲戒処分の状況（平成24年度）
　心身の故障による分限処分（休職）が24件と消防の広域化に伴う
分限処分（免職）が332件ありました。また、一般服務関係による懲
戒処分（戒告）が３件ありました。

Ⅴ 職員の研修および人事評価の状況（平成24年度）
（1）研修の概要（任命権者が実施）
マイセルフ研修、派遣研修などを延べ1,497人が修了しました。

（2）職員の人事評価（５月と11月に実施）
全職員を対象に人事評価を行い、その結果を昇任などの人事異動、

勤勉手当の支給、課長級以上の職員の昇給に活用しています。

Ⅵ 職員の福祉および利益の保護の状況
（1）福利厚生制度に係る市の負担状況

区分 共済組合負担金 福利厚生委員会など 合計
平成25年度予算 2,871,765千円 28,838千円 2,900,603千円
平成24年度実績 3,173,786千円 33,900千円 3,207,686千円
（2）公務災害・通勤災害の発生状況
平成24年度は32件（前年度比 －5件）発生しました。

Ⅶ  勤務条件に関する措置要求および不利益処分に
関する不服申立ての状況（平成24年度）
いずれの要求・申立てもありませんでした。

Ⅷ  所沢市特定事業主行動計画≪第２次≫に掲げた
目標の達成状況（平成24年度）

（1）育児休業の取得率
女性 100％（100％） 男性 0％（10％）
（2）時間外勤務の縮減
職員1人当たりの時間外勤務の1カ月平均時間数 11.0時間（8.2時間）

年間360時間を超える職員数 118人（51人）
（3）年次休暇の取得日数

平均取得日数 11.4日（－）
10日以上取得者の割合 55.7%（70%）
（4）女性役職者の登用
女性役職者の登用率 女性役職者

の登用率 ＝ 主査以上の職員に占める女性割合
97.7%（100%） 38歳以上の職員に占める女性割合

◎（　）内はいずれも
目標値です。

Ⅳ　職員の給与の状況
◆一般行政職の級別職員の状況 （平成25年４月１日現在）
区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

合計標準
職務内容 主事 主事 主任 係長上席

の主任
上席の
係長

課長
補佐 課長 次長 部長

職員数 44人 110人 136人 302人 217人 118人 95人 33人 17人 1,072人
構成比 4.1% 10.3% 12.7% 28.2% 20.2% 11.0% 8.9% 3.1% 1.6% 100%

平均給料月額 179,200円 195,100円 243,400円 331,900円 388,600円 412,200円 437,300円 465,000円 505,500円 336,900円
◎所沢市の給与条例に基づく給料表の級区分によるものです。
◆平成24年度人件費の状況（普通会計決算）
住民基本台帳人口 歳出額Ａ 実質収支 人件費Ｂ 人件費率（Ｂ／Ａ）
339,084人

（平成25年３月末）
87,571,793

千円
2,510,305

千円
20,504,256

千円 23.4％

◎実質収支は、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を控除
した額です。人件費は、特別職に支給される給料、報酬を含みます。
◆平成24年度職員の給与費の状況（普通会計決算）
職員数
Ａ

給与費 1人当たり給与
費（Ｂ／Ａ）給料 職員手当 期末・勤勉手当 合計Ｂ

2,099人 8,541,115千円
2,260,762

千円
3,309,231

千円
14,111,108

千円 6,723千円

◎再任用短時間勤務職員を除きます。職員手当には退職手当を含みません。
◆一般行政職の初任給の状況 （平成25年４月１日現在）

区分 所沢市 国
初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

大学卒 178,800円 191,200円 Ⅰ種181,200円Ⅱ種172,200円
Ⅰ種198,200円
Ⅱ種184,200円

高校卒 149,800円 160,200円 140,100円 148,500円
◆特別職などの報酬の状況 （平成25年４月１日現在）

給料・報酬
（月額）

期末手当
支給割合 退職手当算定方法

市　長 1,029,000円

3.95月

給料月額×在職月数×0.4025
副市長 876,000円 給料月額×在職月数×0.2415
教育長 781,000円 給料月額×在職月数×0.2300

上下水道事業管理者 781,000円 給料月額×在職月数×0.2300
常勤の監査委員 581,000円 給料月額×在職月数×0.1955
議　長 660,000円

4.15月副議長 580,000円
議　員 560,000円

◆その他給与の状況（公営企業職員を除く） （平成25年４月１日現在）
区分 内容 1人当たり支給年額

期末・勤勉手当 支給割合（平成24年度）は、期末：2.60月分、勤勉：1.35月分（職務の級等による加算あり） 1,520千円
地域手当 給料、扶養手当、管理職手当の総額の８％ 336千円

特殊勤務手当 著しく危険、不快など特殊な業務に従事する職員に支給される手当（11種類） 60千円

時間外勤務手当 勤務日：時間単価×1.25、週休日：時間単価×1.35など 310千円
休日勤務手当 時間単価×1.35 62千円

扶養手当

配偶者：13,000円、その他：6,500円（配
偶者が扶養親族でない場合の1人目：6,800
円、配偶者がいない場合の１人目：11,000
円）、満16～22歳年度末までの子について
は5,000円加算

239千円

住居手当 借家など：家賃に応じた額（最高27,000
円）、持ち家：6,500円 136千円

通勤手当 電車など利用者：運賃相当額、車など利用者：
距離に応じた定額（２km未満支給なし） 73千円

管理職手当 管理・監督の地位にある職員に支給（給料
月額の11～15％） 661千円

◆ラスパイレス指数の状況（平成24年度）
国家公務員の給与水準を100とした場合の指数 110.0

◆退職手当の状況 （平成25年４月１日現在）
区分 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.50月 30.55月
勤続25年 33.50月 41.34月
勤続35年 47.50月 59.28月
最高限度額 59.28月 59.28月
1人当たりの
平均支給額 5,865千円 26,085千円

◎退職手当の支給割合は埼
玉県市町村総合事務組合の
支給条例に基づきます。１
人当たりの平均支給額は、
前年度に退職した職員に支
給された平均額です。

◆職員の平均年齢、平均給料月額などの状況
 （平成25年４月１日現在）
区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 42.8歳 336,900円 440,376円
現業職 51.7歳 370,600円 429,852円

◎一般行政職は税務職、現業職、教育職、企業職、
医療職、保育士以外の職員です。給料とは基本給で
す。給与は給料と手当（ここでは期末・勤勉手当お
よび退職手当を含まない）を合わせたものです。

◎特別職の給与は平成25年７月から、市議会議員の報酬、市職員（管理
職）の給与は25年10月から、いずれも26年３月まで、減額しています。

◎平成25年10月からワークライフバランスデーを設けるなど、市職員
の時間外勤務の削減に積極的に取り組んでいます。

7　広報 　　　　　　　　 平成26年2月号


